
資 産 ・・・・・・・・・・ 18兆5,962億円 （市民1人当たり 688万円）
負 債 ・・・・・・・・・・ 4兆9,496億円 （　　　〃 183万円）

 ・・・・ 1兆5,987億円 （　　　〃 59万円）

*市民1人当たりの金額は、平成29年3月1日現在の本市推計人口（2,702,242人）を用いて算出しています。

＊金額は1億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

純 経 常 行 政 コ ス ト

平成28年度 全体財務書類4表（統一的な基準）からわかったこと

一般会計等のほか、交通、水道事業などの公営事業会計を含めた全体財務書類では、「資産」

（貸借対照表）は、18兆5,962億円を保有していますが、同時に将来世代の負担となる「負債」（貸

借対照表）も、「資産」の約3割にあたる4兆9,496億円を負っており、一般会計と比べ負債の割合は

高くなっています。

これは、交通、水道事業などの公営企業会計においては、公共資産整備の財源の大半を起債で

賄っているためです。

また、1年間の経常的な行政活動を行うために必要となる費用である「純経常行政コスト」（行政

コスト計算書）は、1兆5,987億円、市民1人当たり59万円でした。

資産 負債

　固定資産 　地方債等 4兆2,843億円

　　事業用資産 　その他 6,654億円

　　インフラ資産

　　その他

　流動資産 純資産

　大阪市が持っている資産と債務を表しています。
　18兆円以上の資産を保有しており、全体の約9割は行政サー
ビスを提供するために必要な資産です。

4兆9,496億円

【将来世代の負担】

【過去・現世代の負担】

13兆6,465億円
3,133億円）

18兆5,962億円

17兆6,945億円
6兆3,436億円

9兆7,281億円

1兆6,229億円

9,017億円
　　（うち現金預金

経常費用 臨時損失 727億円
　業務費用

臨時利益 176億円
　移転費用

経常収益 純行政コスト
　使用料及び手数料など

純経常行政コスト

7,909億円

4,517億円

▲ 1兆5,987億円

　1年間の行政活動にかかるコストを表しています。
　一般会計等と同様、経常費用のうち、生活保護等の社
会保障給付といった「移転費用」が約6割を占めています。

2兆 504億円

　　人件費、物件費など

1兆2,595億円
　　社会保障給付など

▲ 1兆6,539億円

前年度末資金残高 2,145億円
本年度資金収支額

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末資金残高 2,652億円

前年度末歳計外現金残高 478億円
本年度歳計外現金増減額 3億円
本年度末歳計外現金残高 480億円

本年度末現金預金残高 3,133億円

▲ 778億円

▲ 1,912億円

　1年間の資金（現金）の流れを性質別に表してい
ます。
　地方税や事業収入などの収入により業務活動収
支で生じた資金をその他の収支に充てた結果、本
年度末現金預金残高は3,133億円となりました。

3,198億円

507億円

前年度末純資産残高 13兆4,007億円

本年度純資産変動額 2,458億円
本年度差額 1,358億円
　純行政コスト ▲ 1兆6,539億円

　財源 1兆7,896億円

その他 1,101億円

本年度末純資産残高 13兆6,465億円

　貸借対照表の純資産（過去・現世代がすでに負
担したお金）の1年間の変動額を表しています。
　1年間で2,458億円増加し、本年度末純資産残
高は13兆6,465億円となりました。

貸借対照表 行政コスト計算書

資金収支計算書 純資産変動計算書
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